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　企業に対しては生物多様性の保全が社会的に求められているが、生物多様性を守っても企業利益に直結しない
ため対策が遅れている。そこで、生物多様性保全の経済効果を評価する手法として支払意思額（WTP）を用い
る方法が注目を集めている。本稿は、環境保全型農産物に対するWTPに関するこれまでの研究を展望するとと
もに、環境保全型農産物の環境価値を評価した事例を基に今後の農業政策の課題や企業の生物多様性保全のあり
方について検討する。
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